
職員

買受希望者

②基準価格

課税価格を決定し
た評価方式による

評価（※）

民間精通者

買受希望者から、①の評価が実情にそ
ぐわない疑いが強いとの意見があり、
その疑いについて相応の合理性が認
められる場合

民間精通者
による評価

（A）

同一銘柄の株式を分割
して売却する場合

評価に係る各要素
の価額を修正

①基準価格

買受希望者

（A）と同一
方式による

評価

職員

財務局長等が適当と認める場合

別添１ 相続税物納により取得した非上場株式の評価方式フロー

買受希望者 一般競争入札

買受希望者

一般競争入札

民間精通者からの意
見の聴取その他の財
務局長等が適当と認

められる方法

見積り合せ

概算価格の
提示

概算価格の
提示

見積り合せ

見積り合せ
が不調の
場合

見積り合せが不調
の場合

評価開始

原則 財務局長等

職員による評価が困難である等の理
由により、適当と認める場合

＜凡例＞

「平成18年4月1日以降の相続税法が適用される非上場株式」と「平成18年3月31日以
前の相続税法が適用される非上場株式」に共通する評価等の流れ

「平成18年4月1日以降の相続税法が適用される非上場株式」の評価等の流れ
「平成18年3月31日以前の相続税法が適用される非上場株式」の評価等の流れ

評価に係る各要素
の価額を修正

他の民間精通者か
らの意見の聴取そ
の他の財務局長等
が適当と認められる

①の評価が、実
情にそぐわないと
認められる場合

・土地及び株式の評価に係るもの
・評価時期の直前期末以降にお
ける純資産価額（帳簿価額）及び
株式相場等の激変に係るもの

（※）評価会社の資産の保有状況や規模等が、

課税時と比較して著しく変動しているものと財

務局長等が認める場合には、「評価会社の実

態に即した評価方式による評価」

・土地及び株式の評価に係るもの
・評価時期の直前期末以降におけ
る純資産価額（帳簿価額）及び株式
相場等の激変に係るもの

・土地及び株式の評価
に係るもの
・評価時期の直前期末
以降における純資産
価額（帳簿価額）及び
株式相場等の激変に
係るもの


